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射水市新湊交流会館指定管理者募集要項 

 

１　募集の趣旨 

　　新湊地区における福祉団体等の活動の場を確保しつつ、施設の有効利用・稼働率の向

上をより重視した管理運営を図ることを目指し、「射水市公の施設に係る指定管理者の指

定の手続等に関する条例」（平成１８年射水市条例第３号。以下「条例」という。）に基

づき、指定管理候補者の選定をするための公募を行います。 

２　施設の概要 

　⑴　名称　　射水市新湊交流会館 

　 

⑵　所在地　射水市三日曽根９番１８号 

　 

⑶　設置目的・管理運営方針等 

　　　新湊交流会館は、市民活動の活性化及び市民相互の交流促進を図り、市民生活の向

上及び住み良い地域社会づくりの推進を目的として設置された施設です。 

　　　管理運営方針は、仕様書に記載のとおりです。 

 

⑷　施設の概要 

 

⑸　設備・備品の内容 

　　仕様書別表１、２のとおり 

 

⑹　利用状況等 

過去の利用者数、利用料金収入 

 

 建物の構造 鉄筋コンクリート造　2 階建て

 建築年 平成 8 年建築（平成 22 年増築）

 敷地面積 1,918.92 ㎡

 
建物面積

736.797 ㎡ 

（1 階　467.572 ㎡、2 階　257.300 ㎡、ＰＨ階　 11.925 ㎡）

 

施設内容

1 階：事務室、会議室、研修室、資料室・印刷室、厨房、 

心身障害者連合会室、ボランティアルーム 1・2 等 

2 階：ホール 1・2 等

 開館時間  午前 9 時から午後 9 時 30 分まで

 
休館日

毎週月曜日、祝日（当日が月曜日に当たるときは、その翌日） 

及び年末年始（12 月 29 日から翌年 1 月 3 日まで）



- 2 - 
 

　　　※　利用料金収入は、会議室、研修室及びホール１・２に係る金額です。 

 

３ 　募集の条件等 

⑴　申請資格（指定管理者に求める資格・要件） 

申請することができるのは、次の要件を満たす法人その他の団体（以下「法人等」

という。）であることとします。 

ア　指定期間中、安定的に管理運営することが可能なノウハウや実施体制、経営基盤

が確保できる法人等の団体であること（法人格の有無は問いませんが、個人による

申請はできません。）。 

イ　申請する法人等及びその役員（株式会社にあっては取締役、公益法人にあっては

理事、その他の法人等にあってはこれらに相当する職であるもの。以下同じ。）が、

次の①～⑥のいずれにも該当しないこと。 

　　　①　破産者で復権を得ない者又は会社更生法若しくは民事再生法に基づく更生若し

くは再生手続中の者 

　　　②　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力

団又は同条第６号に規定する暴力団員 

　　　③　市税等を滞納している法人等（法人格を有しない団体等は、その代表者） 

　　　④　地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められ

る者 

　　　⑤　本市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又

は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために談合した者で、そ

の事実があった後２年を経過しないもの及びその者を代理人、支配人その他の使

用人として使用する者 

　　　⑥　地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、指定管理者の指定を取り消

され、その取消しの日から起算して２年を経過しない者 

　　ウ　申請する法人等の役員が、次に掲げる①、②のいずれにも該当しないこと。 

　　　①　民法第２０条第１項に規定する制限行為能力者（成年被後見人、被保佐人、被

補助人又は未成年者） 

　　　②　禁錮以上の刑に処せられている者（執行猶予中の者を含む。） 

エ　別紙２「公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について」の排除措置

の該当事項に該当しないこと。 

※　共同体で申請する場合、全ての構成員が上記の全要件を満たす必要があります。 

※　指定管理者として指定された場合、申請の時点から指定管理期間の満了時まで継　　　　

 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 利用者数（人） 11,962 12,304 12,104

 会議室、研修室、ホール 1・2 9,693 10,466 10,338

 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾙｰﾑ、心身障害者連合会室 2,269 1,838 1,766

 利用料金収入（円） 1,129,240 1,317,390 1,029,330
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続して上記の要件を満たしている必要があります。 

 

　⑵　指定管理者が行う業務の範囲・内容（詳細は別添業務仕様書参照） 

ア　新湊交流会館の施設及び設備の維持管理に関する業務 

イ　新湊交流会館の利用の承認に関する業務 

ウ　新湊交流会館の利用料金の徴収に関する業務 

エ　その他別添仕様書に記載する業務 

 

⑶　管理の基準 

　　ア　管理の基準に関する提案について 

施設概要（上記２⑷）に定める休館日及び開館時間を上回る基準（開館時間の延

長等）で、公の施設を管理することを希望する場合は、その内容を提案してくださ

い。この場合、提出いただく資料（事業計画書等）は提案いただいた基準で管理す

ることを前提に作成してください。ただし、この場合においても、当該公の施設の

管理に係る経費（以下「指定管理料」という。）は、下記⑸で定める指定管理料の上

限の範囲内とします。 

イ　関係法令等の遵守 

　　　　地方自治法等関係法令、射水市新湊交流会館条例（平成１７年射水市条例第１１

８号）等を遵守し、適正な管理を行う必要があります。 

ウ　個人情報の適切な取扱い 

　　　　指定管理者は、指定管理業務を通じて取得した個人情報について、その取扱いに

十分留意し、保護を図るために、射水市個人情報保護条例（平成１７年射水市条例

第２１号）に基づき、必要な措置を講ずる必要があります。 

　　エ　業務の一括委託の禁止 

　　　　指定管理者は、管理に係る業務を一括して第三者へ委託し、又は請け負わせるこ

とはできません。ただし、業務の一部については、事前協議書を市に提出し、市の承

認が得られれば、委託することができます。 
　　　　なお、施設の使用許可及び利用料金に関する業務については、第三者へ委託する

ことはできません。 

　　オ　守秘義務 

　　　　指定管理者は指定管理業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏ら

したり、自己の利益のために使用したりすることはできません。指定期間が終了し

た後も同様とします。 

　　カ　情報公開 

　　　　指定管理者は、指定管理業務を通じて作成、取得した情報について、開示や提供

の申出があった場合のために、射水市情報公開条例（平成１７年射水市条例第２０

号）に基づき、必要な措置を講じるよう努める必要があります。 
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⑷　指定期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで（５年間） 

　　※　指定期間途中で、市の政策等により施設が廃止となる場合、施設の廃止日をもっ

て指定期間は満了することとします。その場合、市には違約金等の支払い義務は発

生しないものとします。 

 

⑸　管理に係る経費 

ア　指定管理料の上限額　令和９年度～令和１３年度 

　　　・　申請に当たっては、上記の上限額の範囲内で年度ごとに指定管理料を提案して

ください。 

　　　・　上記の指定管理料の上限額には、公の施設に係る修繕費は含みません。 

　　　・　上記の指定管理料の上限は、管理に係る経費（公の施設に係る修繕費は含みま

せん。）の総額から、利用料金収入等見込額（下記⑹）を控除した額となっていま

す。 

※ 指定管理期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、指定管理

料の上限額及び年度協定で定める額について、委任者と受任者との協議の上、

所要の変更を行うものとします。 

（参考）管理に係る経費　　　　　　　　　　　　　（単位：千円） 

 

（参考）過去３年間の管理に係る経費（修繕費を除く。） 

　　 

イ　指定管理料の支払方法 

        年間の指定管理料は、原則として４回に分けて支払います。 

　　　　なお、支払時期や方法については、別途締結する年度協定書で定めます。 

※　指定管理者の自主的な経営努力を促す観点から、指定管理料に余剰金が生じて

も、原則として精算は行いません。ただし、事業に関する業務のうち未実施また

は各種事業計画書との乖離があった場合は、指定管理料の一部返還を求めること

 年額 合計

 
指定管理料上限額（税込） 12,631 千円　 63,155 千円　

 年額

 管理に係る経費（a） 13,879

 年間利用料金等収入見込額（ｂ） 1,248

 指定管理料上限額（c=a-b） 12,631

 年　度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

 管理に係る経費 11,694 千円 11,578 千円 11,930 千円 

 （例） 4 月 7 月 10 月 1 月

 支出額 指定管理料の 30％ 20％ 30％ 20％
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があります。 

 

　　ウ　修繕費について 

・　修繕費は、年額 105 千円（税込）です。 

　　　※   指定管理期間中に消費税及び地方消費税の税率が変更された場合は、指定管理

料の上限額及び年度協定で定める額について、委任者と受任者との協議の上、所

要の変更を行うものとします。 
　　　・　指定管理者が管理する公の施設に係る修繕のうち、１件 10 万円未満の修繕につ

いては、原則として指定管理者が執行することとします。 

　　　　　なお、１件 10 万円以上の修繕については、市で行うこととします。 

　　　・　年間の修繕費については、４月に支払いますが、年度終了後に精算し、不用額

が生じた時は、市の指定する方法で返還するものとします。 

（参考）過去３年間の修繕の件数（１件 10 万円未満） 

 

エ　留意事項 

　　　　指定期間における指定管理料の上限額は、災害等不測の事態の発生など、特段の

事情がある場合を除き、原則として、増額しません。 

（備品購入について） 

　　　　　公の施設の備品（射水市物品管理規則第３条第１項第１号に規定する備品）に

ついては、市で購入することとします。 

　　　　　なお、指定管理者が公の施設の管理に当たって、自らの経費で調達した備品を

設置しようとする場合は、事前協議書を市に提出し、市の承認を得る必要があり

ます。ただし、指定期間の満了時等においては、条例第９条の規定に基づいて原

状に回復する必要があります。 

　　　　　指定管理者は、射水市に帰属する備品について、処分等を行う必要がある場合

は、市と事前に協議することとし、当該物品の異動があったときは、その都度、

市に報告するものとします。 

 年　　度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度

 件　　数 ３件　 １件　 ４件　

 支　出　額 127,380 円 42,000 円 117,535 円

 

主な修繕内容

・ブラインド操作紐修

繕 

・蛍光灯修繕 

・火災報知器バッテリ

ー更新

・ゴミステーション修

繕

・自動ドア下部鍵修繕 

・2F 女子トイレ内部部

品取替工事 

・外灯用タイム SW 交換 

・1F 男子トイレ内部部

品取替工事
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　　　　　備品一覧については、別添仕様書別表２に掲げる一覧表のとおりです。 

　　　（経理について） 

　　　　　指定管理者は、指定管理業務に係る資金の収支については、他の会計とは区分

して経理し、独立した口座により管理することとします。 

 

　⑹　利用料金制について 

　　　新湊交流会館については、地方自治法２４４条の２第８項の規定に基づく利用料金

制を採用します。 

　　　利用料金は、射水市新湊交流会館条例第７条の規定により、同条例の別表で定める

金額の範囲内において指定管理者が市長の承認を受けて定め、徴収した利用料金につ

いては、指定管理者の収入となります。また、自主事業等による収入についても、指

定管理者の収入となります。 

　　　なお、令和９年度から令和１３年度までの年間利用料金等収入見込額は、1,248 千円

／年とします。 

 

　⑺　指定管理者と市とのリスク分担 

　　　市と指定管理者とのリスク分担は、原則として次表に定めるとおりとします。次表

に記載のない事項については、市と指定管理者で協議することとします。 

 

　　　※１　指定管理者が、施設内で自主事業を実施する場合等、市が加入している「市

民総合賠償保険」の対象とならない事項については、必要に応じて、指定管理

 項　　目 指定管理者 市

 施設の通常の維持管理・運営 ○

 施設内の設備・備品の維持管理 ○

 施設、備品の小規模な修繕（１件 10 万円未満） ○

 施設、備品の大規模な修繕（１件 10 万円以上） ○

 指定管理者が自ら調達した備品の修繕等 ○

 施設に係る火災保険への加入 ○

 施設に係る損害賠償保険への加入※１ ○ ○

 物価変動に伴う経費の増加　※２ ○

 不可抗力に伴う経費の増加 ○

 利用者の減少に伴う収入の減少（利用料金制導入施設）※

３
○

 利用 者 等 へ

の損害賠償

指定管理者に帰責事由があるもの ○

 市に帰責事由があるもの ○

 個人情報の漏洩（指定管理者の故意又は過失によるもの） ○

 自主事業運営に関するもの ○



- 7 - 
 

者自身で必要な保険に加入してください。 

　　　※２　施設運営に重大な影響を与えるような物価変動があった場合は、指定管理者

と市で協議して決定するものとします。 

      ※３　利用者の減少が、新たな感染症の流行等、不可抗力による場合は、指定管理

者と市で協議して決定するものとします。 

なお、指定管理者が故意又は過失により利用者に損害を与えた場合において、市が

その損害を賠償したときは、国家賠償法の規定により、指定管理者に対して求償権を

行使することがあります。 

 

　⑻　定期報告書（月報）の提出 

　　　指定管理者は、毎月終了後、市へ定期報告書及び添付資料として必要な書類を提出

する必要があります。 

ア　報告書の記載内容 

　　　①　施設の管理状況に関する事項 

　　　②　施設利用者数や利用料金収入額等施設の利用状況に関する事項 

　　　③　自主事業の実施状況や管理に係る収支状況等その他必要な事項 

イ　提出期限 

　　毎月１０日まで 

ウ　提出方法等 

　　地域福祉課へ１部提出 

 

⑼　事業報告書（事業年度報告書）の提出 

　　指定管理者は、条例第 7 条の規定に基づき、毎事業年度終了後、事業報告書及び添

付資料として必要な書類を提出する必要があります。 

ア　報告書の記載内容 

①　新湊交流会館の管理業務の実施状況に関する事項 

②　新湊交流会館の利用の状況に関する事項 

③　新湊交流会館の利用料金収入の実績に関する事項 

④　事業評価の実施に関する事項（「⑽　事業評価」参照） 

⑤　その他新湊交流会館の管理の業務に係る経費の状況に関する事項 

イ　提出期限 

　　毎年度終了後、１か月以内　 

ウ　提出方法 

地域福祉課へ１部提出 

 

　⑽　事業評価 

　　　指定管理者による公の施設の管理運営により、住民サービスの向上が図られている

かを検証するため、「指定管理者制度導入施設に係るモニタリングに関する方針」に沿
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って、利用者アンケートやモニタリング等による事業評価を実施していただき、その

実施結果については、事業報告書に記載してください。 

なお、毎年度終了後に指定管理者から事業報告書の提出を受けた後、市は施設の管

理運営状況について業務状況評価を実施し、その結果を公表します。評価により明ら

かとなった課題については、指定管理者と対応方法を協議するなど、より良い施設管

理やサービスの向上に向けて、必要な改善を図ります。 

 

　⑾　市による調査・指示等 

　　　市は、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、実

地調査し、又は必要な指示をする場合があります。 

 

⑿　監査委員による監査 

　　　市の監査委員が必要であると認めるときは、指定管理者による新湊交流会館の管理

に係る出納関連の事務について、監査する場合があります。 

 

⒀　施設管理の継続が適当でない場合における措置 

ア　指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

　　上記⑾の市による指示に従わない場合、指定管理者が指示された当該期間内に改

善することができなかった場合、又は当該指定管理者による施設管理の継続が適当

でないと認められる場合は、市は地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により、

指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部の停止を

命ずることができます。 

イ　指定が取り消された場合等の損害賠償 

　　　　前記アにより指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部又は一部が停止さ

れた場合、指定管理者は、指定取消し等によって生じた損害について、市に賠償す

るものとします。 

　　ウ　不可抗力等による場合 

　　　　不可抗力その他指定管理者及び市の責めに帰すことができない事由により、事業

継続が困難となった場合は、施設管理の可否について両者協議の上、市は、指定管

理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命ずることができるもの

とします。 

 

　⒁　保険の加入 

　　　指定管理者は、自らが負うリスクに対し、必要な保険に適切な範囲で加入するもの

とします。 

　　　なお、保険に加入した場合は、保険契約及び保険証書の写しを当該保険の契約締結

後、速やかに提出してください。保険契約を更新又は変更した場合も同様とします。 

　　ア　火災保険 

　　　　市は、新湊交流会館について建物総合損害保険に加入し、保険料を支払います。
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ただし、指定管理者の責めに帰すべき理由により市が損害を受けたときは、その賠

償について請求するものとします。 

　　イ　賠償責任保険 

　　　　市が加入している「全国市長会市民総合賠償補償保険」の平成２３年度制度改正

により、すべての指定管理者を当該保険の被保険者としてみなすことができるよう

になりましたが、指定管理者の自主事業による活動は対象外となります。そのため、

指定管理者独自で保険に加入するなど、指定管理者による損害賠償の履行を確保す

る必要があります。その他、指定管理期間中に必要な保険については、適宜指定管

理者自身で加入してください。 

　　　（全国市長会市民総合賠償補償保険の補償内容） 

 

⒂　指定管理者による自主事業等の提案 

　　ア　自主事業の実施 

　　　　指定管理者は、施設の管理運営業務以外に、自らの経費で自主事業を実施するこ

とができます。ただし、実施できる事業は、「自主事業に関する提案書」（様式４）

を市へ提出し、市の承認を得たものに限ります。 

　なお、自主事業を実施する場合には、次の点に留意してください。 

・　自主事業の内容が、新湊交流会館の設置目的に沿ったものであること。 

　・　事業の実施に当たって、他の利用者の支障とならないこと。 

　・　市が支出する指定管理料を自主事業に要する経費に充当することはできない

こと。 

　・　参加者に参加料を求める場合は、その額が適正なものであること。 

・　自主事業を行う場合においても、施設の利用料金は利用料金収入として計上

し、それ以外の収入は自主事業収入として指定管理者の収入とすること。 

・　自主事業の経理は、指定管理業務と区分して経理すること。 

 

⒃　施設の優先使用 

　　　本市における公の施設は、災害発生時において、避難場所、物資集配拠点等とし　　　

て重要な役割を担うことが想定されています。災害時に市が緊急に避難場所として新

湊交流会館を使用する必要があると認めるときは、指定管理者は市の指示に基づき、

優先して避難者を受け入れてください。 

 

４　応募・選定手続 

⑴　募集要項の公表 

　　　募集要項等の関係書類は、令和８年８月２１日（金）から担当窓口（市役所１階地

 
身体賠償

1 名につき         １億円 

1 事故につき    　 10 億円

 財物賠償 1 事故につき　　2,000 万円



- 10 - 
 

域福祉課）で直接配布するほか、本市ホームページからダウンロードできます。 

 

　⑵　申請方法 

ア　提出書類 

　　　　申請に当たっては、以下の書類をＡ４縦ファイル（左側に２穴）に綴り、インデ

ックスを付けて提出してください。 

なお、必要に応じて追加資料を提出いただく場合があります。 

①　指定申請書（様式第１号） 

②　事業計画書（様式第２号） 

③　収支計画書（様式第３号の１、第３号の２） 

④　自主事業に関する提案書（様式第４号） 

⑤　誓約書（様式第５号） 

⑥　代表者等の名簿 

　　　　　　（｢射水市の公の施設の管理の業務から暴力団排除に関する合意書の取扱要

領｣に基づき、代表者・役員の役職、氏名、住所、生年月日を記載した名簿を提

出してください。） 

⑦　法人などの概要を記載した書類 

⑧　法人などの組織図、役員名簿 

⑨　定款、寄附行為その他これらに準ずるもの 

⑩　法人の登記事項証明書 

　　　　⑪　申請日の属する事業年度の直前２事業年度の事業報告書並びに財産目録、貸

借対照表及び損益計算書又は収支計算書（申請日が前事業年度の終了の日の翌

日から３か月を経過する日前であって、前事業年度の書類を作成していないと

きは、前事業年度の直前２事業年度のこれらの書類） 

　　　　　※　書類を作成していない場合は、法人等の事業及び財務の状況を明らかにし

た書類 

　　　　⑫　申請日の属する事業年度の事業の計画及び損益の状況の見込み又は収支の見

込みを明らかにする書類 

　　　　⑬　納税したことを証明する書類（滞納がないことを証明する書類） 

　　　　⑭　共同体として申請する場合は、共同体の構成団体及び代表者、協定書、役割

分担、業務実施体制、責任分担が明らかとなる書類 

　　　　　　※共同体の場合は、⑦～⑬に関する書類をその全構成員について提出するこ

と。 

イ　提出部数 

　　正本１部　副本１０部 

ウ　提出先及び提出方法 

　　　　以下の提出先に持参又は郵送で提出してください。郵送の場合は、書留郵便によ

り期限までに必着とします。電子メール、ＦＡＸでの提出は認めません。 

　　（提出先） 
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　　　射水市福祉保健部地域福祉課福祉政策係 

　　　〒939-0294　射水市新開発４１０番地１ 

エ　受付期間 

令和８年８月２１日（金）から令和８年９月２４日（木）まで 

（日曜日・土曜日を除く。） 

オ　受付時間 

　　午前９時から午後５時まで 

カ　申請書類に係る著作権 

（指定管理候補者選定までの著作権） 

　　　　　申請書類に著作権の対象となるものがある場合の著作権は、申請者に帰属しま

す。ただし、市は、指定管理候補者の選定に必要な場合は、申請書類の内容を無

償で使用できるものとします。 

（指定管理候補者の選定後の著作権） 

　　　　　指定管理候補者に選定された申請者の申請書類に著作権がある場合の著作権は、

指定管理候補者に選定された時から市に帰属し、指定されなかった申請書類の著

作権は申請者に帰属します。 

　　キ　その他留意事項 

・　同一の公の施設に複数の申請をすることはできません。 

・　申請書提出後は、申請書の内容の変更、再提出及び差替えを認めません。 

・　申請に係る経費は、すべて申請者の負担とします。 

・　申請に使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限ります。 

・　提出された書類は返却しません。 

　　　・　提出された書類は射水市情報公開条例の対象となり、同条例の規定に基づいて

個人・法人に関する情報等不開示とすべき箇所を除き、開示することがあります。 

（共同体による申請に関する事項） 

　　　　　複数の法人等で構成する共同体（以下「共同体」という。）も申請を行うことが

できます。 

　　　　　共同体の構成員は、同一の公の施設の指定管理者の募集に申請する他の共同体

の構成員となること、又は単独で同一の公の施設の指定管理者の募集に申請を行

うことはできません。 

　⑶　質問事項の受付 

　　　募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

　　ア　受付期間 

令和８年８月２１日（金）から令和８年８月３１日（月）午後５時まで 

　　イ　提出方法 

　　　　「質問票」（別紙１）に記入の上、電子メールで提出してください。メールの件名

は、【質問票提出】としてください。 

ウ　提出先 

　　　　射水市福祉保健部地域福祉課福祉政策係 
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　　　　メールアドレス：chiiki＠city.imizu.lg.jp  

ＦＡＸ：0766-51-6657 

エ　質問への回答日 

　　　　令和８年９月４日（金）までに回答します。 

　　オ　回答方法 

　　　　質問票を提出された方のメールアドレス宛に回答するとともに、射水市役所ホー

ムページに掲載します。 

　⑷　現地説明会の開催 

　　　現地説明会は、必要に応じて開催します。 

 

　⑸　審査方法及び審査基準 

ア　審査方法 

　・　指定管理者の選定に係る審査については、「射水市社会福祉施設指定管理者候補

者選定委員会」において行います。 

　・　申請者は、提出書類の内容について、申請者のプレゼンテーション及びヒアリ

ングを行います。 

　・　審査は、１０月上旬に行う予定で、非公開とします。 

イ　審査基準 

　　審査に当たっては、審査基準に基づき採点し、その得点が最も高かった者を指定

管理候補者として選定することとします。 

　　なお、次の審査基準に基づいた得点の合計点が、満点の６割に達していない場合

は、基準に満たなかったと判断し、選定しないこととします。 

≪審査基準≫ 

 審　査　基　準 審査の視点 判　定

 １　市民の平等な利用

の確保 

（条例第 4 条第 1 号）

市民の平等な利用が確保される内容になっ

ているか。

平等利用が確保

されない場合は

選定しません

 ２　公の施設の効用の

最大限の発揮 

（条例第 4 条第 2 号）

【施設設置目的の達成】（１０点） 

a　施設の設置目的を認識し、運営方針が明確

に示されているか。 

b　施設の保守点検等の維持管理業務及び安全

管理は適切な内容となっているか。

４５点　
 【サービスの向上】（１０点） 

a　利用者のニーズを把握し、満足度の高いサ

ービスを提供するための具体的な提案がなさ

れているか。 

b　利用者等からの苦情や要望の把握及び対応

策、トラブルの未然防止等が十分に考えられ

ているか。
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　　ウ　審査結果 

　　　　審査結果については、審査が終了した時点において、全ての審査対象者に通知し

ます。 

　　　　なお、審査の結果概要については、市のホームページ等で公表することとします。 

 【利用者の増加】（１５点） 

a　利用促進・拡大に向けた実現可能な提案が

あるか。 

b　営業・広報活動に関する効果的な提案があ

るか。 

c　自主事業の提案内容は施設の利用に係る相

乗効果が期待できるか。

 【地域活性化の取組】（１０点） 

a　市内在住者の雇用や市内事業者の活用な

ど、地域資源を活用する提案があるか。 

b　地域や関係機関等との連携や協働による事

業展開が図られるものであるか。

 ３　管理運営経費の縮

減等 

（条例第 4 条第 2 号）

【管理運営に係る経費と収入】（１５点） 

a　提案された指定管理料が市の基準価格の範

囲内であるか。 

b　経費節減のための提案があるか。 

c　収入増加のための提案があるか。 ２５点　
 【収支計画の内容と実現性】（１０点） 

a　収入及び支出の積算根拠が明確で、事業計

画との整合性は図られているか。 

b　収支計画の実現可能性はあるか。

 ４　公の施設の管理を

適正かつ確実に行う

ための財産的基礎及

び人的構成 

（条例第 4 条第 3 号）

【安定した基礎能力】（１０点） 

a　団体の経営状況に問題はないか。 

b　指定管理業務を安定的かつ確実に行うため

の経理的基礎を有しているか。

３０点

 【安定した人的管理能力】（１０点） 

a　管理運営を行うための管理体制や人員配置

（必要な資格・経験などを有しているか。）は

適切か。 

b　職員の資質・能力向上を図るための体制や

計画は整備されているか。

 【適切な管理体制】（１０点） 

a　日常の安全対策や事故発生時の対応、非常

災害時の危機管理体制などが、十分に考えら

れているか。 

b　個人情報の保護について、その重要性を認

識し、対策を講じているか。

 
合　　計 １００点
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５　指定管理者の指定及び協定の締結 

⑴　指定管理者の指定 

　選定した指定管理候補者については、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基

づいて市議会の議決を経た上で、指定管理者として指定します。 

 

⑵　協定の締結 

指定管理者による公の施設の管理に係る細目事項については、市と指定管理者との

協定を締結することとします。 

ア　基本協定 

指定期間を通じて適用する基本的な事項については、次のとおりとします。 

①　指定管理者が行う管理業務の内容 

②　指定管理者が行う管理の基準 

③　指定管理料、修繕費の額に関する事項 

④　利用料金に関する事項 

⑤　事業報告等に関する事項 

⑥　市と指定管理者のリスク分担に関する事項 

⑦　自主事業に関する事項 

⑧　経理区分に関する事項 

⑨　指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

⑩　指定期間満了時等における原状回復義務 

⑪　指定管理者の損害賠償義務 

⑫　不可抗力発生時の対応及び避難所等としての使用に関する事項 

⑬　管理の業務に係る個人情報の保護に関する事項 

⑭　管理の業務に関する情報公開に関する事項 

⑮　事故対応マニュアル等の作成に関する事項 

⑯　指定管理者の名称等の変更の届出 

⑰　権利義務の譲渡及び一括再委託の禁止 

⑱　その他必要と認める事項 

イ　年度協定 

年度ごとに取り決めるべき事項について、年度協定を締結します。 

①　当該年度の管理業務の内容に関する事項 
②　指定管理料の額及び支払方法に関する事項 

③　修繕費の額及び支払方法に関する事項 
④　その他必要と認める事項 
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６　その他 

⑴　スケジュール 

⑵　その他留意事項 

ア　指定期間終了後又は指定取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、

円滑な引継ぎに協力するとともに、必要なデータ等を提供していただきます。 

　　イ　指定管理者の指定に係る申請及び公の施設の管理運営に当たっては、関係法令及

び関係条例等を遵守してください。 

ウ　市内雇用者の確保及び市内事業者等の活用について 

　　適正な履行の確保を図ることができる範囲において、指定管理業務に伴う雇用に当た

っては、市内から積極的に雇用するとともに、修繕等の発注、物品又は役務の調達に当

たっては、市内事業者等の活用に努めてください。 

エ　令和８年度において施設条例を改正し、令和９年度からの使用料を見直すことと

しています。これに伴い、令和１１年度（以降）の年度協定は、令和９年度の実績

に基づき指定管理料を再算定し、必要があれば反映した金額で締結しますのでご留

意ください。 

⑶　市内雇用者の確保及び市内事業者等の活用について 

　　適正な履行の確保を図ることができる範囲において、指定管理業務に伴う雇用に当

たっては、市内から積極的に雇用するとともに、修繕等の発注、物品又は役務の調達

に当たっては、市内事業者等の活用に努めてください。 

⑷　添付書類 

 実施時期 事務内容

 令和 8 年 8 月 21 日（金） 募集要項の公表

 必要に応じて 現地説明会の開催

 令和 8 年 8 月 21 日（金）～ 

令和 8 年 8 月 31 日（月）
質問の受付期間

 令和 8 年 9 月 4 日（金） 質問の回答

 令和 8 年 8 月 21 日（金）～ 

令和 8 年 9 月 24 日（木）
申請書等の受付期間

 令和 8 年 10 月上旬 指定管理者候補者の選定（選定委員会）

 
令和 8 年 10 月中旬～

指定管理者候補者との協議 

指定管理者候補者と仮協定書の締結

 令和 8 年 12 月 市議会 12 月定例会（指定管理者指定の議案提出、議決）

 

議会終了後

指定管理者の指定及び告示 

協定書の作成 

指定管理者との基本協定書（本協定書）の締結 

 
令和 9 年 4 月 1 日 指定管理者による新湊交流会館の管理開始
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　　ア　射水市新湊交流会館管理業務仕様書 

イ　質問票（別紙１） 

ウ　指定申請書（様式第１号） 

エ　事業計画書（様式第２号） 

オ　収支計画書（様式第３号の１、様式第３号の２） 

カ　自主事業に関する提案書（様式第４号） 

キ　誓約書（様式第５号） 

　　ク　公の施設の管理の業務からの暴力団関係者の排除について（別紙２） 

　　ケ　（参考）射水市新湊交流会館条例及び射水市新湊交流会館条例施行規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
問い合わせ先 

　射水市福祉保健部地域福祉課福祉政策係 

　（事務担当：宮崎、中村） 

電話：0766－51-6625 

FAX ：0766－51-6657 

メールアドレス：chiiki＠city.imizu.lg.jp


